
152 外国の立法 231（2007. 2） 国立国会図書館調査及び立法考査局

【目次】

はじめに

Ⅰ　2002年アメリカ投票支援法の制定

Ⅱ　電子投票機の導入と普及

Ⅲ　電子投票機をめぐる議論の展開

Ⅳ　電子投票機の安全性確保

Ⅴ　連邦議会における立法推進

はじめに

　2006年11月 7 日に行われたアメリカの中間選
挙において、選挙の帰趨以上にと言ってよいほ
ど注目されていたものに、電子投票機の問題が
あった。2002年に連邦で成立した法律にもとづ
いて各地で導入が促進された電子投票機が、登
録有権者の 4 割近くによって使用されることに
なっていたからである。
　その導入の過程において、電子投票機の安全
性に関する疑問も提出されたことから、過去数
年の選挙改革論争のほとんどは、電子投票機を
めぐるものに占められてきた観があった。
　注目の2006年中間選挙については、選挙運営
全体で多数のトラブル例が報告されている

（注1）

もの
の、電子投票機を含めて深刻な問題に発展した
ものは少なく

（注2）

、関係者は胸をなでおろしたとい
われている。ただしこれは、多くの選挙で勝敗
が十分な差によって決着したからであり、僅差
の競り合いになっていれば、このような穏健な
結果では済まなかっただろう、との指摘もある

（注3）

。
　中間選挙を終えて、電子投票機をめぐる論争
は、第二ラウンドを迎えようとしている。導入
の促進に続く安全性の論議を経て、電子投票機
における投票結果の検証可能性の確保が、問題

の焦点として浮かび上がってきた。連邦による
電子投票機の基準設定や検査体制の整備にも関
心が向けられるようになっている。連邦議会で
は、多数派の政党が入れ替わったのを機会に、
投票制度をめぐる議論が数年ぶりに本格的に取
り上げられる見通しである。
　本稿においては、新たな議論の段階を迎えた
アメリカの電子投票制度について、その背景を
概観することとしたい。

Ⅰ　2002年アメリカ投票支援法の制定
　連邦制国家アメリカにおいては、連邦議会議
員などの連邦公職者の選挙を行う場合であって
も、選挙制度を策定し、選挙を施行する権限は、
各州に属するものとされている。その根拠は、
「［連邦］上院議員および下院議員の選挙を行
う時期、場所および方法は、各州においてその
立法部の定めるところに従う。」と定める合衆
国憲法第 1 条第 4 節に求められる。そのため、
従来、連邦政府が投票制度に関して全国統一的
な基準を設定したり、州や地方の選挙運営のた
めの費用を支出したりすることはなかった。
2002年に成立した「アメリカ投票支援法（Help 
America Vote Act of 2002　以下、HAVA と
する。

（注4）

）」は、この歴史を転換させる法律として
画期的な意味を持った。
　州の選挙制度に関して連邦政府が規制を加え
る例は、これまでに全くなかったわけではない。
1960年代の公民権運動の成果の一つである1965
年投票権法（Voting Rights Act of 1965）は、
主として黒人の選挙権登録を差別するために南
部諸州で実施されていた読み書きテストの使用
を禁じ、連邦司法省に対して投票手続を監視す
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る権限を与えた。さらにこの法律の1982年改正
においては、連邦下院議員選挙の区画策定に関
して人種問題による恣意的な線引きが行なわれ
ないよう、指定された地域で選挙制度が変更さ
れる際には連邦司法省の事前承認が必要である
と規定された

（注5）

。しかし、投票制度や選挙運営に
関して連邦政府が統一的な基準を示し、費用を
支援するという例は、HAVA 以前には見られ
なかったものである。
　いうまでもなく HAVA は、ゴア（民主党）
とブッシュ（共和党）両候補の大接戦で争われ
た2000年大統領選挙において、フロリダ州の一
般投票結果の再集計をめぐり混乱が生じ、当選
者確定の過程に大きな問題を残すことになった
経験を教訓として制定された法律である。
　このときの混乱の主因は、当時フロリダ州で
用いられていたパンチカード式という旧式の投
票機器が、物理的に疑問票を生じやすいもので
あったところにあると見られた。2000年時点で
は、パンチカード式のほかにもレバー式と呼ば
れる手動式の投票機器が全米各州で広く用いら
れていたが、このような機器が長く使用されて
いたのは、選挙を運営する州やカウンティなど
の予算不足によるところが大きかった。こうし
て、これらの旧式な投票機器を連邦政府の財政
支援などにより改善し、アメリカの選挙運営を
信頼に足るものとすべきであるとの論議が高
まったのである。
　 2 年近くの論議を経て2002年10月成立した
HAVA は、次のような内容から成っている

（注6）

。
・第 1 章： 選挙運営の改善並びにパンチカード

式及びレバー式投票機の入替えを目
的とした州への補助金の交付

・ 第 2 章： 選 挙 支 援 委 員 会（Election 
Assistance Commission　 以 下、
EAC とする。）の創設

・第 3 章： 統一的かつ公平な選挙技術及び選挙
運営のための要件

・第 4 章：施行
・第 5 章： ［選挙運営に参加する］大学生向け

選挙支援プログラム
・第 6 章：選挙支援財団
・第 7 章：軍人及び在外市民の投票権
・第 8 章：経過規定
・第 9 章：雑則

Ⅱ　電子投票機の導入と普及
1 　HAVA に規定された投票機の要件
　HAVA は第 1 章により、施行後 6 か月以内
に各州が有権者への教育や選挙管理者の研修な
どをつうじて選挙運営の改善を実施する際に、
連邦補助金を交付すること（第101条）を規定
した。また、2000年11月時点でパンチカード式
投票機やレバー式投票機を使用した投票区

（注7）

（precinct）を抱える州に対して、これらの旧
式な投票機器を HAVA の定める要件を満たす
新たなものに入れ替える場合、連邦補助金を交
付する（第102条（a）（1）（2））、と規定した。
　二種類の補助金のための連邦支出は、それぞ
れ総額 3 億2500万ドル（約370億円）とされ、
各州は、選挙運営の改善についてはその州の人
口に応じて、また、投票機器の入替えについて
は、州内の該当する投票区の数に応じて、補助
金を受け取ることとされた

（注8）

。
　投票機器の入替えは、原則として2004年11月
の連邦公職選挙が行なわれる時期までに終らせ
なければならないが、正当な事由が認められる
場合には、2006年 1 月 1 日以降に行なわれる最
初の連邦公職選挙の時までの期限延長が認めら
れる（第102条（a）（3））とされた。
　HAVA においては、特定の投票機器の導入
を義務づけることは定められていないが、第 3
章において、連邦選挙で使用される投票機器は、
次のような要件を満たしていなければならない
と規定された。
・　投票者が、投票が実際に行なわれ集計され
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る前に、秘密が保持され独自性が守られる方式
において、自身の選択を確認することができ、
訂正する機会が与えられること（第301条（a）
（1））。
・　投票機器が、手作業による検証（audit）が
可能な紙の記録を残すものでなければならず、
残された紙の記録が、当該機器を使用した選挙
において再集計が行なわれる際、正式な記録と
して用いられなければならないこと。また紙の
記録が作成される前に、投票者に投票の訂正を
行う機会が与えられなければならないこと（第
301条（a）（2））。
・　投票機器が、視覚障害などの障害を持つ人
にとって、秘密の保持や独自性の確保を含め、
他の投票者の場合と同様の機会が与えられる方
式において利用できるものでなければならない
こと。この要件を満たすために、一つの投票所
に少なくとも 1 台は、障害を持つ人のための装
置が付いた直接記録式電子投票機（direct 
recording electronic voting system　 以 下、
DRE 投票機とする。）その他の投票機を設置し
なければならないこと（第301条（a）（3））。
・　投票機器が、1965年投票権法第203条（42 
U.S.C. 1973aa-la

（注9）

）に規定された要件に従い、英
語以外の言語によるアクセスを可能にするもの
でなければならないこと（第301条（a）（4））。
・　投票機器が票を集計する際の誤差が、連邦
選挙委員会（Federal Election Commission　
以下、FEC とする。）の示す投票システム基準
（voting system standards）（後述）で定めら
れた誤差率

（注10）

を超えてはならないこと（第301条
（a）（5））。

　このような要件が HAVA に盛り込まれたの
は、合理的で確実な投票機器を求める選挙運営
関係者の期待とともに、障害者・マイノリティ
などの投票権の拡大を訴える活動団体の声が、
強く反映された結果だといわれている

（注11）

。

2 　電子投票機の普及
　各州においても、2000年大統領選挙直後から、
独自に投票機器を改善しようとする動きが活発
化していた。カウンティや投票区によってまち
まちに使用されていた投票機を州として統一し
ようとするもの、パンチカード式投票機などの
旧式なシステムの使用を州法上禁止するもの、
新型投票機器の導入費用を州が補助するもの等
が続いた。投票機メーカーの動きも活発化し、
ディーボルド社（Diebold Election Systems）、
セコイア社（Sequoia Voting Systems）、ES & 
S 社（Election System & Software）等の大手
メーカーを中心に、各地で積極的な売込みが行
われた。
　2002年10月の HAVA の成立は、これらの動
きを、いっそう加速することになった。おそく
とも2006年 1 月までに投票機器の入替えを行う
州に対して、連邦補助金が交付されることに
なったからである。とくに、HAVA が投票機
の要件の一つとして、障害を持つ人が投票しや
すい DRE 投票機を各投票区に少なくとも 1 台
は設置することを義務づけた（第301条（a）（3））
ことは、「DRE 投票機が HAVA の要件に最も
適しているとの印象

（注12）

」を与える結果を生み、全
体的に DRE の導入を促進する一因となったと
いわれている

（注13）

。また、多言語への対応という要
件に関しても、他の投票システムより適してい
ると考えられたことが推測される。
　2000年の選挙においては、DRE 投票機によっ
て投票した人が全登録有権者中の12％であった
と報告されているのに対し、2004年においては
この割合は22.6％へと拡大した

（注14）

。さらに2006年
中間選挙に際しては、DRE 投票機による投票
者は39％にのぼったと見られている

（注15）

。
　なお、電子的手法が用いられる投票システム
の中には、投票者が手で印を付けた投票用紙を
光学スキャナーを用いて読み取るマークセンス
式投票機があり、このタイプは DRE よりも早
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い時期から導入が進んでいた（すでに2000年選
挙において全登録有権者の31％が使用し

（注16）

、2006
年中間選挙では41％に拡大したといわれてい
る

（注17）

）。
　この方式も合せれば、2006年中間選挙時点で、
全米の登録有権者のおよそ 8 割が、電子的な投
票機を使用して投票したことになる。一方、紙
の投票用紙によるものやパンチカード式、レ
バーマシン式投票機の使用は、全部を合計して
も 2 割以下に縮小することとなった。
　こうして見る限り、HAVA の制定によって、
連邦政府が旧式の投票機器の入替えのために各
州に補助金を交付するプログラムは、功を奏し
たかに思われた。しかし、DRE 投票機の導入
が拡大するにつれ、実際の使用に際しての問題
点などが報告されるようになってきた。個々の
事例の中には、明らかに新型の機械操作に慣れ
ていない投票者や選挙管理者の人的ミスによる
ものも少なくなかったが、DRE 投票機による
選挙の結果、投票数に過不足が生じた例なども
報告された

（注18）

。このような報告が続く中で、
DRE のシステム自身の弱点への懸念が認識さ
れるようになった。すなわち DRE 投票機にお
ける信頼性、安全性の問題が、関心を集めるよ
うになったのである。

Ⅲ　電子投票機をめぐる議論の展開
　DRE 投票機は、メーカー各社が多様な機種
を売り出しているため、その仕組は一律ではな
いが、現在そのほとんどが、銀行に置かれてい
る ATM と同様の操作で投票できるタッチスク
リーン式を採用している。投票者は、画面に表
示される候補者名などにタッチするだけで投票
を行うことができる。投票者のタッチにより示
された選択は、投票機内部のメモリ装置に直接
記録され、その記録は内部で集計される。視覚
障害者のためには、音声を通じてこのシステム
で投票を行うことができる装置が開発されてい

る
（注19）

。
　このような仕組を持つ DRE 投票機は、集計
事務が劇的に効率化されるところから、カリ
フォルニアなど有権者数の多い州の自治体では、
HAVA 制定以前の1990年代から実用化が始
まっていた。その当時、DRE 投票機の信頼性
や安全性の問題はそれほど大きな関心を持たれ
ていなかった。HAVA の成立に向けて連邦議
会で審議が行われた過程でも、この問題はほと
んど取り上げられていない。
　しかし DRE 投票機の普及に伴い、このシス
テムは、投票者の意図した選択を確実に記録し
ているのだろうか、選択と記録との間に、シス
テムの故障によって、あるいは何らかの作為的
もしくは不作為の操作が介入することによって、
不一致が生じる可能性はないだろうか、という
議論が起こってきた。つまり、個々の投票者の
投票とメモリ装置に記録された投票結果の間は
ブラックボックスになっており、メモリ装置に
電子的に記録された結果は真に信頼に足るもの
といえるのか、という問題提起がなされたので
ある。

1 　安全性への疑問
⑴　ジョンズ・ホプキンス大学チームによる研
究
　2003年になると、この問題をめぐる専門的研
究報告が次々に発表された。その多くは、
DRE 投票機においては、投票結果の改竄が行
なわれる危険性があると警告するものであった。
　代表的な研究であるジョンズ・ホプキンス大
学コンピューターサイエンス学科のアヴィール・
ルービン（Aviel Rubin）教授らによる実験では、
全米でシェアを広げていたディーボルド社製の
DRE 投票機が取り上げられ、この投票機には、
装置の起動のため用いられる特別のカードがプ
ログラムの改竄やデータ操作を受けやすいこと、
投票機の情報が電子的に転送される際に傍受さ
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れる可能性があること等の問題点があると報告
された

（注20）

。
⑵　会計検査院による報告
  ルービン教授らの研究は、メディアに大きく
取り上げられたため、DRE 投票機の導入を急
いでいた各州の選挙管理者に動揺を与えた。
 2005年 に は、 会 計 検 査 院（Government 
Accountability Office　以下、GAO とする。

（注21）

）
が選挙関連システムのセキュリティを扱った研
究報告80件を点検し、多くの研究が DRE 投票
機のセキュリティ管理や実験に不十分な点が見
られることを指摘していると報告した

（注22）

。
　そして GAO 自身の結論として、投票機の売
り手とそれを導入する選挙管理者の双方に、セ
キュリティや信頼性を確保する厳格さが欠けて
いることを指摘し、HAVAにより創設された選
挙支援委員会（EAC）が、電子投票機器の基
準や検査能力の向上のために明確な枠組を示す
べきだと勧告した

（注23）

。
⑶　カーター＝ベーカー委員会報告
　同じ年、連邦選挙改革に関する委員会
（Commission on Federal Election Reform　
共同議長の名を取って「カーター＝ベーカー委
員会」と通称される。

（注24）

）も、DRE 投票機の安全
性についての各種報告を包括的に検討した。そ
の結果、同委員会は、DRE 投票機においては、
投票者は自分の票が正しく記録されたかどうか
をチェックすることができず、多くの場合、個々
の投票の見直しができないという問題を抱えて
いる、との見解を示し、DRE 投票機の長所は、
このような透明性の欠如によって相殺されてし
まっている、と結論づけた。
　カーター＝ベーカー委員会は、これらの不信
感を払拭するため、DRE 投票機に投票者が個
別に確認した紙記録を残す装置を付加すること
を義務づける連邦レベルの立法が必要である、
と提言した

（注25）

。
⑷　プリンストン大学チームによる研究

　DRE 投票機のセキュリティに関する調査は
その後も続いており、2006年 9 月には、プリン
ストン大学の 3 人の研究者による新たな研究報
告が発表された。
　この研究は、ジョンズ・ホプキンス大学の研
究で扱われたものと同型の DRE 投票機を分析
し、ルービン教授らの指摘したセキュリティ上
の弱点について追認することとなった。さらに
この報告は、DRE 投票機は小規模の不正行為
に対しては在来型の投票機よりも抵抗力がある
かもしれないが、データ改竄など大規模の攻撃
に対しては、むしろはるかに脆弱であると警告
した。
　そして報告は、このような脆弱性がコン
ピューター全体に共通して見られるものである
以上、今日の技術の範囲で DRE 投票機を少し
でも安全にするためには、紙の投票記録作成機
能を付加することと、投票機のセキュリティに
ついて中立的に評価する仕組を確立することが
必要であろう、と結んだ

（注26）

。

2 　疑問に対する反論
　これらの研究や提言に対しては、電子投票機
の安全性を主張し、実験で指摘されたようなト
ラブルが起きる可能性は、監視の中で行われる
実際の選挙ではほとんどあり得ないものだと
いった反論も出された

（注27）

。こうした反論は、電子
投票機の製造販売者をはじめ、州および地方の
選挙管理者、コンピューターサイエンスの専門
家などから提出された。
　実際、2004年の選挙において報告された投票
上のトラブルのほとんどは、DRE 投票機に関
係のないものであり、少なくとも DRE 投票機
のセキュリティ面の欠陥が選挙を危うくしたこ
とを報告したものはなかった、と指摘し、慎重
な対応が必要であると論じる調査報告

（注28）

もあった。
DRE 投票機には固有のセキュリティ上の脆弱
性があるとしても、実際の選挙に及ぼす危険は、
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その他に考えられる危険を上回るほどのものと
断定できるのか、という視点も提示された

（注29）

。
　しかし、市民や多くのメディアの関心は、
DRE 投票機の問題点を指摘する議論に強く注
がれた。

Ⅳ　電子投票機の安全性確保
　上記に見るとおり、DRE 投票機の安全性に
ついて疑問を呈した研究報告や提言には、二つ
の主要な論点が含まれていた。その一つは、投
票者が個別に確認した紙記録を残す装置を
DRE 投票機に付加することによって、その潜
在的弱点を補おうとするものであり、他の一つ
は、投票機のセキュリティを高めるために明確
な基準と検査体制を確立する必要があるという
ものである。以下では、この二つのポイントに
ついてのその後の展開を見ていくこととする。

1 　投票者確認済み紙記録作成装置義務づけの
運動
　カーター＝ベーカー委員会の提言およびプリ
ンストン大学の研究報告で言及されているよう
に、投票者が自分の選択が正しく機械に記録さ
れたことを読み取るための紙の投票記録票作成
機能をDRE投票機に付加する、という構想は、
今日一般市民を含む各層で、多くの支持を得る
に至っている。この構想を表す VVPAT（voter 
verified paper audit trails 直訳すれば「投票者
が確認した紙の検証用証跡」）または VVPB
（voter verified paper ballot「投票者が確認し
た紙の投票用紙

（注30）

」）の略称は、公正な選挙を訴
える市民団体の運動の標語として取り込まれ、
州および連邦における立法推進を象徴する言葉
ともなった。
　前述のとおり、HAVA は第301条（a）（2）に
おいて、投票システムは検証が可能なものでな
ければならないと規定しており、手作業による
検証が可能なように紙の記録を残すものである

こと、紙記録が作成される前に投票者に訂正の
機会が与えられること、再集計に際しては紙記
録が正式の記録とみなされることが必要である
としている。
　しかし HAVA のいう紙記録は、「手作業に
よる検証を可能に」するためのものとされてい
るにすぎず、電子投票機が用いられる場合に、
個々の投票者が自らの投票についてその都度確
認することのできる紙記録を意味しているかど
うかは明確にされていない。そこで、投票者が
投票を行う際に、その内容が印字されたことを
確認できるような機能を DRE 投票機に持たせ
ることが必要だと考えられるようなったのであ
る。 
　DRE 投票機をすでに購入した州や、購入手
続を進めている州の中には、このような考え方
を受け入れて、DRE 投票機に投票者確認済み
紙記録作成機能を装備することを義務づける法
律または行政命令を持つものが次第に増えた。
2003年12月に、ネヴァダ州の州務長官が紙記録
作成機能の装備を義務づける通達を発したのを
最初として、カリフォルニア、オハイオなどで
州法が成立した。
　2006年 9 月現在で、投票機に VVPAT の作
成機能の装備を義務づけている州は、上記の 3
州を含めて22州にのぼっている。そのうち、州
内の行政区域の少なくとも 1 つで実際に DRE
投票機が使われている州は、17州である

（注31）

。
　VVPAT ではなく、紙ベースの投票システム
（従来型の手書き投票用紙、パンチカード、光
学スキャナーによりマークシートを読み取るも
のを含む）を使用しなくてはならないことを、
法律または州務長官の通達によって定めている
州も 5 州ある。
　これに対して、DRE 投票機が州内の 1 箇所
以上で導入されていて、VVPAT が義務づけら
れていないという州も16州（フロリダ、メリー
ランドなどのほかワシントン DC を含む）存在
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する。DRE 投票機が全く導入されておらず、
VVPAT 規定もない州は 7 州となっている。
　紙ベースの投票システム使用を義務づけた 5
州のうちニューメキシコ州の場合は、2000年大
統領選挙以前から、紙記録装置のない電子投票
機を導入していた。同州では、2004年の選挙に
おいて、これらの電子投票機の集計に混乱が生
じた
（注32）

。このことから、知事の主導により紙ベー
スの投票システムの立法化が進められ、2006年
3 月に法律が成立した。この立法によって紙記
録装置のない電子投票機はすべて処分されるこ
とになり、それに代えて光学スキャン方式の投
票機が導入されることとなった

（注33）

。機器の入替え
には1400万ドル（約16億円）の費用がかかった
と報じられている

（注34）

。
　メリーランド州は、VVPAT が義務づけられ
ていない16州に属するが、ここにおいても、州
が2002年から7000万ドル超を投入して購入を始
めたペーパーレスのDRE投票機を、光学スキャ
ン方式に置き換える計画を州議会が出している。
そのコストは、2000万ドルにのぼると試算され
ている

（注35）

。
　ニューヨーク州は、VVPAT 規定を持ち、一
部に DRE 投票機も導入されているが、旧式の
レバーマシン式投票機がまだ入れ替えられずに
残っている。州では、この入替え実施の速度を
落とすことにし、各カウンティに対して光学ス
キャナーの購入を推奨している。コネチカット
州でも、スキャナーの購入が進められようとし
ている

（注36）

。
　このような動きを見ると、2006年中間選挙を
終えた時点では、DRE 投票機に VVPAT を装
備するよりも、少なくとも投票者の選択が紙で
残る光学スキャン方式への入替えを選択する州
が増える傾向にあるようである。

2 　検査体制の整備
　前述のとおり、アメリカでは基本的に州が投

票制度を決定するため、選挙で使用される投票
機器の調達も、多くの場合、州またはカウンティ
によって行われてきた。1970年代まで、これら
の機器にガイドラインは定められておらず、誰
でも投票機器を売ることができた。しかし、パ
ンチカード式投票の集計やマークシートの読み
取りのためにコンピューターを接続したものが
増えてくると、コンピューターを使用した投票
機器のための基準策定の必要が認識されるよう
になった。
　80年代になると、連邦議会は連邦選挙委員会
（FEC

（注37）

）に対して予算措置を講じ、コンピュー
ター使用の投票装置の全国的な基準を策定する
ための研究を行うことを指示した。その結果
1990年、最初のガイドラインである投票システ
ム基準（voting system standards）が発表さ
れた。このガイドラインはほぼ 5 年に一度改訂
され、2002年に最新版が出されている。法的拘
束力はないが、州やカウンティが投票制度を定
める際には指針として機能してきたといわれ
る

（注38）

。
　HAVA は、その第 2 章「選挙支援委員会
（EAC）」において、連邦機関 EAC の新設を
定め、FEC に代わって EAC がこのような投票
システム基準の開発と更新を任務とすることを
明確に規定した。これに従って EAC は2005年
12月、投票システムに関する自主的ガイドライ
ン（voluntary voting system guidelines）を採
択した。
　このガイドラインは、基本的に2002年 FEC
策定の投票システム基準を踏襲するものであっ
たが、機器のアクセシビリティのための要件の
拡大をはじめ、電子投票機に VVPAT を装備
すること、投票機販売者がソフトウェアを「全
米ソフトウェア照会ライブラリー」に提出する
こと、などの新たな要件を盛り込むものとなっ
ている

（注39）

。
　しかし、ガイドラインが発表された時期には、
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すでに多くの州で投票機器の入れ替え計画が進
行していた。すなわち、2002年版の FEC によ
る投票システム基準の下で、大半の機器の入替
えが行われた。EAC が2005年に採択したガイ
ドラインは、入替えに際しては有効に機能しな
かったのである。
　EAC のガイドライン策定におけるこのよう
な遅れは、EAC の人事に時間がかかったこと、
とくに EAC に設置するとされた技術的ガイド
ライン開発のための委員会

（注40）

の人選が、2004年半
ばまでずれ込んだことが、大きな要因であった
といわれている

（注41）

。
　HAVAはまた、第2章において、投票機器の
ハードウェアとソフトウェア両面の適格性を認
定するプロセスについても、EACが責任を持つ
ことを明記した。それまでは、全米の選挙管理
者の団体である全国州選挙管理者協会（National 
Association of State Election Directors）が指定
し た 独 立 検 査 機 構（Independent Testing 
Authority　以下、ITA とする。）によって、
州に導入される投票機器の適格性の認定が行わ
れていた。認定プロセスへの参加は任意であっ
たが、39の州が参加していたといわれる

（注42）

。しか
し、その認定にいたる検査の厳格性と透明性に
ついては、問題点を指摘する声も少なくなかっ
た。その主なものとして、ITA には投票機の
売り手の側から金が出ているという構造的な問
題があったことが指摘されている

（注43）

。
　HAVA の制定後は、国立標準技術研究所
（National Inst itute of Standards and 
Technologies　以下、NIST とする

（注44）

。）が推薦
する投票機検査所の一覧リストの中から、
EAC が、検査機関として承認するものを最終
決定することとなった。EAC は、検査機関の
承認に際して、当該機関の技術面だけでなく、
組織機構、倫理的ポリシー、記録保管方式など
を審査する。
　EAC の承認を受けた検査機関による認定制

度も、その参加は任意とされている。しかし現
在40の州は、州内で使用される投票機について、
全国基準の認定を受けることを義務づけるよう
になっている

（注45）

。
　2006年12月、EAC は NIST の勧告にもとづ
いて、投票システム試験・認証プログラム
（Voting System Testing and Certification 
Program）を承認した。このプログラムは2007
年 1 月から施行される。新たな認証プログラム
のもとで、投票機についての透明性ある検査・
認証が行われることに期待が集まる一方、依然
として投票機メーカーと検査機関の間に癒着関
係があり、公正な検査を妨げる恐れがあるとの
指摘もなされている

（注46）

。
　このような声を受けて、EACはプログラムの
施行にあたり、「投票機メーカーと検査機関職
員による党派的行為に関する声明」を発表した。
この中で EAC は、選挙の公正に対する公衆の
信頼を損ねることのないよう、メーカーと検査
機関は、利益衝突や党派的偏向と見られる行為
に走ることを禁じるための指針を作成すべきだ、
と強く奨励している

（注47）

。
　こうして EAC は、各州が HAVA にもとづ
いて投票機器の入替えを進めた後ではあるが、
投票機のための新たな基準要件を設定し、検査
体制を整備してきた。今後これらの体制が実際
にどのように機能していくかが注目されている。

Ⅴ　連邦議会における立法推進
　DRE 投票機の安全性についての議論が展開
する中で、投票者確認済み紙記録作成機能を
DRE 投票機に装備することを義務づける立法
が各州で推進されたが、このような運動は、連
邦レベルでも進められてきた。
　第109議会（2005年‒2006年）には、最も包括
的で有力な法案といわれる「投票者の信頼とア
クセシビリティ拡大のための法案（Voter 
Confidence and Increased Accessibility Act of 

152_梅田久枝.indd   159 07.2.25   4:37:07 PM



160 外国の立法 231（2007. 2）

2005（H.R.550））」をはじめ、「投票の完全性と
確 証 の た め の 法 案（Voting Integrity and 
Verification Act of 2005（H.R.704, S.330））」、「す
べての票をカウントするための法案（Count 
Every Vote Act（H.R.939, S.450））」などの法
案が提出された。これらの法案は、第109議会
でいずれも廃案となったが、2007年 1 月から始
まった第110議会において、再提出されるもの
と見られている。
　このうち「投票者の信頼とアクセシビリティ
拡大のための法案」には、第109議会において、
提案者ラッシュ・ホルト（Rush Holt）下院議
員（民主党、ニュージャージー選出）のほかに
222人の超党派の議員が共同提案者として名を
連ねた。法案は、HAVA を改正して次のよう
な規定を盛り込もうとするものである。
① 　投票機器は、投票者自身が投票前に、各自

の投票を確認できるような恒久的な紙記録を
作成する機能を持つか、またはそのような紙
記録が必ず使用されるものでなければならな
い。そのような紙記録には、次のものが含ま
れる。

・ 投票者が候補者名に印を付けたあと、光学ス
キャナーによって読み取られる投票用紙

・ 投票者が何らかの装置を用いて候補者名に印
をつけた投票用紙

・ 投票者により選挙管理者に郵送された投票用
紙（内外の不在者によるもののほか、郵便投
票のみを認めている州

（注48）

の場合）
・ タッチスクリーン式その他の電子投票機が作

成する、個々の投票者の投票が印字された紙
票

② 　上記の要件を各州が満たすための支援費用
として、 1 億5000万ドル（約180億円）を支
出する。

③ 　投票機器は、投票者確認済み紙記録上でエ
ラーが生じた場合、恒久的紙記録が保存され
る前に投票者が正す機会を与えるものでなけ

ればならない。
④ 　投票機器は、投票者確認済み紙記録を、あ

る投票者とその人の投票の記録を関連づける
ことができる方法で保存してはならない。

⑤ 　障害ある人のアクセス要件を満たすために
購入され、障害ある人にもっぱら使用される
投票機器の場合は、現行の HAVA の規定す
る要件を保存しなければならず、投票者が投
票を確認し投じる全過程を確実に利用できる
ようなシステムを持っていなければならない。

⑥ 　機械が正しく投票を記録したことを確かめ
るために、全行政区域の 2 ％において手作業
による検証を無作為抽出で予告なしに行うこ
とを義務づける。

⑦ 　投票機のいかなる部分も、インターネット
に接続してはならない。

⑧ 　投票機製造業者は、EAC に対して開示し
ていないソフトウェアを使用してはならない。

⑨ 　投票機製造業者は、検査機関や政党との間
で政治的金銭的利害の衝突が起きないように
しなければならない。

⑩ 　EAC は、障害を持つ人や、英語を第一言
語としない投票者が、自らの投票が記録され
たことを確認するための最良の実行方法を研
究開発しなければならない。

　このホルト議員提出法案については、2006年
7月と 9月に下院運営委員会で公聴会が開かれ、
大学でコンピューターサイエンスまたはソフト
ウェアを専攻する研究者、州の選挙管理者、障
害者団体代表、コンピューター業界団体幹部ら
が証言を行った。法案賛成の立場からは、
DRE 投票機のセキュリティ上の弱点をカバー
するために、投票者確認済み紙記録票作成機能
が必要であるとの議論

（注49）

が展開される一方、
DRE 投票機のセキュリティに関する問題点は
修復が可能であり、むしろ紙媒体の記録票を作
成することによるトラブルの方が危険が大きい、
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という反対論を示す証言
（注50）

もあった。視覚障害者
団体の代表からは、紙媒体を介することなく独
力で投票できる DRE 投票機への強い支持が表
明された

（注51）

。
　民主党が多数議席を確保した第110議会では、
ホルト議員提出の法案の通過の見込みは強く
なっているといわれる

（注52）

。第109議会に提出され
た上述の S.330、S.450についても、それぞれ同
様の法案が、第110議会に提出されると見られ
ている。S.330は、ジョン・エンサイン（John 
Ensign）上院議員（共和党、ネヴァダ選出）
の提案によるもの、S.450は、ヒラリー・クリ
ントン（Hillary Clinton）上院議員（民主党、
ニューヨーク選出）の提案によるものである。
　HAVA の成立以降、電子投票機の導入をめ
ぐって目まぐるしい動きと論争が続いてきた。
この間、各州では投票機の入替えが進み、 2 度
の全国レベルの選挙を含む投票を実際に経験し
てきた。こうした経験にもとづく情報の蓄積に
より、今後は、これまでより冷静な議論や評価
が行われるのではないかと思われる。
　また、EACによってようやく投票機が満たす
べき基準要件や検査体制の詳細が明らかにされ
てきた。第110議会においては、このような状
況の推移の中で、アメリカの投票制度について
HAVA 以来の包括的な論議が行われることが
期待されている。

注

＊インターネット情報は、すべて2007年1月20日現在で

ある。

⑴　投票制度の改善を標榜して活動する複数の市民団

体が、中間選挙当日の電子的投票機（DRE のほか光

学スキャナー式も含む）に関する大小のトラブルに

ついて、全米各地からの報告を集計したところ、そ

の件数は、1022件（36州314カウンティ）にのぼった。

結果は、下記の報告書にまとめられている。

　E-Voting Failures in the 2006 Mid-Term 

Elections-A sampling of problems across the nation 

（A report prepared by VotersUnite .Org, 

VoteTrustUSA, Voter Action, Pollworkers for 

Democracy）, January, 2007. ＜http--www.votersunit 

e.org-info-E-VotingIn2006Mid-Term.pdf＞

⑵　DRE 投票機を使用したフロリダ州第13選挙区内の

サラソタ・カウンティで、1 万8000票が無効票となっ

たと報告されているケースなど。このケースでは、

投票者の選択が機械に反映されなかったとの苦情が

多数寄せられた。州の選挙管理者は、共和党ブキャ

ナン候補を369票差で当選者と認定したため、ブキャ

ナン氏は2007年1月の新議会において連邦下院議員

の宣誓を行った。敗者となった民主党ジェニングス

候補は、この結果について訴訟を起こしている。

⑶　Eliza Newlin Carney, “Election Reform, Round 

Two,” National Journal, December 4, 2006. 

　＜http://nationaljournal.com/scripts/printpage.cgi?/ 

carney.htm＞

⑷　Public Law 107-252, Oct. 29, 2002, 116 STAT. 

1666.

⑸　1965年投票権法の重要規定は2007年に失効する時

限規定であったが、2006年 7 月にこれらの有効期限

を延長する法律が成立している。なおこのほか、連

邦政府が選挙制度に関連して統一的な法律を制定し

ているものとして、1994年全国有権者登録法（通称

Motor Voter 法）、1986年軍務及び海外在住市民不在

者投票法（UOCAVA）などの例がある。

⑹　宮田智之「【短信：アメリカ】2002年選挙改革法」

『外国の立法』215号，2003.2，pp.96-100．を参照。

　＜http://www.ndl.go.jp/jp/data/publication/legis/21 

5/21503.pdf ＞

⑺　投票区precinctは、選挙運営上区切られた地域で、

カウンティやシティのような行政区域ではない。 1

投票区にはほぼ 1 箇所の投票所がある。全米では18

万5620の投票区があり、1 投票区の登録有権者数は、

数百人から2000人を越すものまである（平均は1108

人）。

　U.S. Election Assistance Commission, A summary of 
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2004 Election Day Survey を参照。＜http://www.e 

ac.gov/election_survey_2004/pdf/EDS%20exec.%20s 

ummary.pdf＞

⑻　HAVA 第103条は、二種類の補助金の合計が500万
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ければならないとするもの。

⑽　2002年の FEC 投票システム基準で「テストにお
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⑾　Common Cause, Election Reform: Malfunction 

and malfeasance̶Report on the electronic voting 

machine debacle, June, 2006, p.5. ＜http://www.com 

moncause.org/atf/cf/%7BFB3C17E2-CDD1-4DF6-92 

BE-BD4429893665%7D/MALFUNCTION%20AND% 

20MALFEASANCE%20REPORT.PDF＞

⑿　Ibid., p.6.

⒀　Eric A. Fischer & Kevin J. Coleman, The Direct 
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Controversy: FAQs and Misperceptions（CRS Report 

for Congress）, December 14, 2005 （Order Code 

RL33190）. ＜ http://www.votetrustusa.org/pdfs/CR 

SDREReport.pdf＞

⒁　U.S. Election Assistance Commission, Fiscal Year 
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⒂　Op.cit., ⑾.
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Challenges （Testimony prepared for Subcommittee 

o n  T e c h n o l o g y ,  I n f o r m a t i o n  P o l i c y , 
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